
- 4 - 
 

安心を支えるサービス  

（１）相談窓口 

 それぞれの相談窓口では、高齢者の皆様が住み慣れた地域で、いきいきと暮らすことができるよ

うに、保健や福祉に関する様々な相談に応じ、必要なサービスが受けられるよう支援をしています。 

 

■地域包括支援センター  ～高齢者の総合相談窓口～ 

 地域包括支援センターは、高齢者の皆様がいつまでも住み慣れた地域で安心して生活を続けられ

るよう、介護・健康・福祉・医療など、さまざまな面から支援を行っています。 

 介護が必要な方も、お元気な方もご利用いただけます。 

 生活の中で、困っていることや心配なことがありましたら、お近くの地域包括支援センターまで

お気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★★★「どこに相談すればいいかわからない」というときも、まずはご相談下さい。★★★ 

 

地域包括支援センターで実施する４つの主な支援 

 

高齢者の皆様のさまざまな相談や悩みに

お応えします 

●高齢者ご本人やご家族のお困りごとの

相談 

●相談内容に応じて適切なサービスへ 

つなぐ総合的な支援 

 

           

総合相談・支援 
 

高齢者の皆様の権利を守ります 

●虐待の早期発見・防止 

●高齢者の財産を守る成年後見制度の 

 紹介・利用の支援 

●悪質な訪問販売などの消費者被害の防

止 

           

権利擁護 

 

自立した生活をおくれるよう支援します 

●要介護・要支援状態になるおそれの 

ある方⇒介護予防事業の利用 

（３０～３１ページ参照） 

●要支援１・２と認定された方⇒介護予防  

 サービスを利用するためのプラン作成 

           

介護予防ケアマネジメント 
 

さまざまな方面から高齢者の皆様を 

支えます 

●地域のケアマネジャーへの指導・支援 

●医療機関などの関係機関との 

ネットワークづくり 

           

暮らしやすい地域づくり 

 

子育てと介護の両方を担う方の相談窓口を基幹型包括支援センター（※）に設置しています。

様々な困りごとに対して、情報提供や助言、関係機関との連絡調整など総合的な支援を行いま

す。電話による相談も可能です。 
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区 名 称 所在地 ＴＥＬ FAX 担当区域(小学校区) 

堺

区 

堺第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

堺区海山町 3-150-2 
（ハートピア堺隣） 

222-8082 222-8083 三宝・錦西・市・英彰 

堺第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

堺区今池町 4-4-12 
（みあ・かーさ内） 

229-9240 229-9234 錦・錦綾・浅香山・三国丘 

堺第３ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

堺区京町通 1-21 
（グレース堺敷地内） 

223-1500 223-1522 熊野・少林寺・安井・榎 

堺第４ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

堺区協和町 3-128-11 
（愛らいふ内） 

275-8586 275-8587 神石・新湊・大仙・大仙西 

※堺基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

堺区南瓦町 3-1 
（堺市役所本館 3 階） 

228-7052 228-7058  

中

区 

中第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

中区深井中町 1888-14 276-0800 276-0802 
八田荘・八田荘西・深井・ 
深井西 

中第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

中区土塔町 2028 
（ふれ愛の家内） 

234-6500 234-6501 
東百舌鳥・宮園・東深井・ 
土師 

中第３ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

中区東山８４１-１ 
（ベルファミリア内） 

234-2006 234-2013 
久世・福田・深阪・ 
東陶器・西陶器 

※中基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

中区深井沢町 2470-7 
（中区役所１階） 

270-8268 270-8288  

東

区 

東第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

東区石原町 3-150 
(つるぎ荘･やしも地域サポートセンター内)  

240-0018 240-0048 
南八下・八下西・白鷺・ 
日置荘・日置荘西 東第１ 

地域相談窓口 
東区日置荘田中町 143-1 
（つるぎ荘内） 

286-2828 286-6868 

東第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

東区南野田 33 
（ハーモニー内） 

237-0111 237-3900 
登美丘西・登美丘東・ 
登美丘南・野田 

※東基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

東区日置荘原寺町 195-1 
（東区役所１階） 

287-8730 287-8740  

西

区 

西第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

西区浜寺石津町西 5-11-21 
（結いの里内） 

268-5056 268-5066 
浜寺・浜寺東・ 
浜寺石津・浜寺昭和 

西第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

西区草部 531 
（ｳｪﾙﾌｫﾝﾃひのき内） 

271-0048 284-8875 
鳳・鳳南・福泉・福泉上・ 
福泉東 

西第３ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

西区津久野町 1-5-8-103 
（アーバンフォーレスト） 

260-5022 260-5033 
津久野・向丘・平岡・ 
家原寺・上野芝 

※西基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

西区鳳東町 6-600 
（西区役所 4 階） 

275-0009 275-0140  

南

区 

南第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

南区赤坂台 2-5-7 
（赤坂台近隣センター内） 

295-1555 295-1556 
美木多(鴨谷台含)・ 
赤坂台・新檜尾台・城山台 

南第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

南区原山台 1-6-1-103 
(府公社泉北原山台 C 団地 6-1 棟  

290-7030 290-7665 
福泉中央・桃山台・ 
原山ひかり・庭代台・御池台 

南第３ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

南区茶山台 3-22-9 
（茶山台近隣センター内） 

289-8085 289-8086 
上神谷・宮山台・ 
竹城台・竹城台東・ 
若松台・茶山台 

南第４ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

南区逆瀬川 1038-2 
（槇塚荘内） 

291-6681 291-6682 
三原台・はるみ・槇塚台・ 
泉北高倉 

※南基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

南区桃山台 1-1-1 
（南区役所２階） 

290-1866 290-1886  

北

区 

北第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

北区北花田町 3-２８-1 
（今井ビル） 

24０-0120 240-0121 
東浅香山・新浅香山・ 
五箇荘・五箇荘東 

北第２ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

北区長曽根町 1199-6 
（陵東館秀光苑内） 

252-0110 257-2941 
東三国丘・光竜寺 
新金岡・新金岡東 

北第３ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

北区野遠町 344-1 
（あけぼの苑） 

257-1515 257-1525 大泉・金岡・金岡南・北八下 

北第４ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

北区百舌鳥陵南町 2-662 
（ハピネス陵南内） 

276-3838 276-3800 中百舌鳥・百舌鳥・西百舌鳥 

※北基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

北区新金岡町 5-1-4 
（北区役所 1 階） 

258-6886 258-8010  

美
原
区 

美原第１ 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

美原区平尾 595-1 
（美原荘内） 

369-3070 369-3038 美原区全域 

※美原基幹型 
包括支援ｾﾝﾀｰ 

美原区黒山 167-1 
（美原区役所 1 階） 

361-1950 361-1960  

※ダブルケア相談窓口設置 
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■保健福祉総合センター（地域福祉課）  

 各区の保健福祉総合センター地域福祉課では、高齢者の皆様などの福祉に関する相談や申請を 

受け付けています。 

堺

区 

窓口名 
堺保健福祉総合センター 

地域福祉課 

大阪中央環状線

郵便
局

福祉
  会館

裁
判
所

堺市役所
 高層館

堺保健福祉
総合センター
（堺市役所
  本館２階）

堺
東
駅

高
島
屋

南
海
高
野
線

大
阪
和
泉
泉
南
線

堺
東
駅
前

バ
ス
停

 

所在地 
堺区南瓦町 3-1 

（堺市役所本館２階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２２８－７４７７ 

（介護保険係）２２８－７５２０ 

FAX ２２８－７８７０ 

中

区 

窓口名 
中保健福祉総合センター 

地域福祉課 

 

所在地 
中区深井沢町 2470-7 

（中区役所 2 階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２７０－８１９５ 

（介護保険係）２７０－８１９７ 

FAX ２７０－８１０３ 

東

区 

窓口名 
東保健福祉総合センター 

地域福祉課 

 

所在地 
東区日置荘原寺町 195-1 

（東区役所 2 階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２８７－８１１２ 

（介護保険係）２８７－８１２３ 

FAX ２８７－８１１７ 

西

区 

窓口名 
西保健福祉総合センター 

地域福祉課 
西保健福祉
総合センター
（西区役所内）

鳳
駅

Ｊ
Ｒ

阪
和

線

西区役所前
バス停

おおとり
ウイングス

大鳥大社

大
阪
和
泉
泉
南
線

 

所在地 
西区鳳東町 6-600 

（西区役所 3 階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２７５－１９１８ 

（介護保険係）２７５－１９１２ 

FAX ２７５－１９１９ 

南

区 

窓口名 
南保健福祉総合センター 

地域福祉課 

栂文化
 会館

栂美木多駅

 泉北
警察署

南保健福祉
総合センター
(南区役所内)

泉北高速鉄道

 
 

 

所在地 
南区桃山台 1-1-1 

（南区役所３階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２９０－１８１１ 

（介護保険係）２９０－１８１２ 

FAX ２９０－１８１８ 

  

警察署 
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北

区 

窓口名 
北保健福祉総合センター 

地域福祉課 

 

所在地 
北区新金岡町 5-1-4 

（北区役所３階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）２５８－６７７１ 

（介護保険係）２５８－６６５１ 

FAX ２５８－６８３６ 

美

原

区 

窓口名 
美原保健福祉総合センター 

地域福祉課 

 

所在地 
美原区黒山１６７－１ 

（美原区役所２階） 

ＴＥＬ 
（地域福祉係）３４１－００３３ 

（介護保険係）３６３－９３１６ 

FAX ３６２－０７６７ 
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（２）生活支援サービス 

 高齢者の皆様の生活を支援するために、次のようなサービスを行っています。 

■緊急通報システム事業  

 ひとり暮らし高齢者等に緊急事態が発生した時に備えて、迅速・適切な対応を図ることを目的に、

高齢者宅から消防局や委託先業者に通報できる緊急通報装置を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活用具給付等事業  

 ひとり暮らし高齢者等の日常生活がより円滑に行われるように、必要に応じて次のような日常生

活用具を給付します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

・虚弱等のひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の方 

  ・昼間または夜間に独居（同居家族が就労・就学等のために日中または夜間の大半に

おいて不在）となる虚弱等の高齢者（ただし、この場合、負担金 32,000 円、所得

税課税世帯の人は負担金 40,400 円が必要です。） 

 

 

  ・生活保護世帯及び所得税非課税世帯 自己負担なし 

  ・その他の世帯           8,400 円 

 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課 地域福祉係（６～７ページ参照） 

 

利用者負担金 

対象者 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課 地域福祉係（６～７ページ参照） 

 

 

 

自動消火器、電磁調理器、シルバーカー 

 

 
要支援・要介護認定を受けているひとり暮らし高齢者等で、生活保護世帯または 

市民税非課税世帯の方 

 

 
・生活保護世帯        自己負担なし 
・市民税非課税世帯      購入費の 1 割負担 

給付品目 

対象者 

利用者負担金 
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■紙おむつ給付事業  

 寝たきりや認知症高齢者で、常時紙おむつの使用が必要な方に対して、紙おむつと交換可能な給

付券（1 ヵ月につき 1 枚、1 枚あたり 6,500 円上限）を交付します。市に登録されている紙おむ

つ給付事業者に注文し、給付券と交換で紙おむつを受け取ります。 

                           ※支給は、申請月分からとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■車いすバンク事業  

 疾病等により、歩行が困難な高齢者に、車いすを無償で貸与（３か月上限）します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課（６～７ページ参照） 

 

 

 

堺市内に居住し、かつ疾病等により歩行が困難な６５歳以上の方 

＊要支援・要介護認定を受けている人は、介護保険サービスを優先してご利用 

ください 

 

 

 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課 地域福祉係（６～７ページ参照） 

 

 

 

堺市内に居住し、かつ住民票がある方で、次の要件を全て満たす方  

（1）65 歳以上、（2）要介護度４～5、（3）市民税非課税世帯に属する方 

※ただし、介護保険対象の施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、 

介護医療院）に入所中、生活保護世帯、医療機関入院中の場合は対象外。 

 

 

 

 

対象者 

対象者 
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認知症の方や知的障害のある方、精神障害のある方など判断能力が十分でない方々を対象

に、財産管理や身上監護を支援する制度です。 

成年後見制度についてのご相談は、下記までお問合せください。 

 

 

■家族介護慰労金支給事業  

重度の要介護者を日常的に介護している家族に対して、その精神的、経済的負担の軽減を図るた

め、家族介護慰労金を支給します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課（６～７ページ参照） 

 

お問合わせ先 地域包括支援センター（５ページ参照） 

成 年 後 見 制 度 

●支給対象となる介護者は次の要件を全て満たす方。（複数いる場合は、主たる介護者） 

（１）本市に住民登録があること 

（２）市民税非課税世帯に属していること 

（３）40 歳以上の方については、介護保険料を完納し、給付制限を受けていないこと 

（４）次の要件をすべて満たす要介護者を 1 年以上在宅で介護している同居家族で 

あること 

（５）要介護者の要件 

   ①本市の介護保険被保険者であること 

   ②本市の区域内に 1 年以上住所を有していること 

   ③慰労金申請日以前の 1 年間（医療系病院への入院期間があった場合は、入院の 

前後の期間を合算する）、連続して介護保険の要介護 4 又は５の認定を受け、 

介護保険サービス（年間 7 日以内の短期入所サービス・福祉用具の購入・住宅改修

を除く）を利用していないこと 

   ④市民税非課税世帯に属していること 

   ⑤介護保険料を完納し、給付制限を受けていないこと 

●支給額  対象となる要介護者 1 人につき 10 万円 

 

十分な判断能力がある方が、将来、判断

能力が不十分になったときに備えて、

あらかじめ公正証書で任意後見契約を

結んでおき、その契約に従って任意後

見人が支援する制度です。 

任意後見制度 

すでに判断能力が十分でない方につい

て、本人に代わって財産管理や身上監

護などの法律行為を行う成年後見人等

を選任し、本人を保護・支援する制度で

す。 

法定後見制度 
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■生活管理指導短期入所事業  
 基本チェックリストにより生活機能の低下がみられる６５歳以上のひとり暮らし高齢者などで、

一時的に養護する必要がある場合に、要介護状態への進行の予防及び家族支援を目的に、養護老人

ホームなどに年間７日程度（介護をしている家族がダブルケア（子育てと介護の両方を担うこと）

の状態にある方の場合は３０日程度）の短期入所を実施することにより、生活習慣等の指導を行う

とともに体調調整を行います。 

  

 

 

 

 お問合わせ先 地域包括支援センター（５ページ参照） 

 

 

認知症や知的障害、精神障害などにより判断能力が十分でない方々が、自立して地域生活を営

めるよう、福祉サービスの利用手続きの援助や日常の金銭管理を行うことによって、在宅生活

を支援します。 

 

 

●福祉サービスの利用援助 

  ・福祉サービスの利用、または利用をやめるために必要な手続きや助言 

  ・福祉サービスの利用料を支払う手続き 

  ・福祉サービスについての苦情解決制度を利用する支援 

●日常的金銭管理サービス 

  ・年金及び福祉手当の受領に必要な支援 

・税金や社会保険料、医療費、公共料金を支払う手続き 

・日常の生活費（食費や日用品費など）についての助言 

  ・預貯金の出し入れ、解約などの手続き 

●書類等預かりサービス 

  ・保管できる書類など 

 年金証書・預金通帳・実印や銀行印・証書（保険証書、権利証、契約書類など） 

 その他預かることが適当と認めた通帳・証書類（宝石、貴金属、骨董類は除く） 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活自立支援事業 

 

サービス内容 

 

利 用 料 金 

月額基本料金 １，０００円 ※月 1 回の訪問を含む 

日常的金銭管理サービス １，０００円／回 

書類等預かりサービス（貸金庫利用料） 月額６００円 

 

※相談は無料です。 

お問合わせ先 堺市社会福祉協議会 生活支援課 自立支援係 

 TEL ２３２－７７７１（直通） FAX ２２２－１３２０ 

 

         

※ただし、生活保護を受給されている方は無料です。 

利用料本人負担金(１回当たり) 
  ・生活保護世帯  ０円 
  ・その他の世帯  食費、滞在費、その他レクリエーションに要した材料費等の実費分 
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・堺市に居住し、自宅で生活する 65 歳以上の高齢者で、認知症又は軽度認知障害による
ひとり歩き歩行で行方不明となるおそれのある方（若年性認知症も含む） 

 

 

 

 

 

（３）認知症支援サービス 

 認知症になっても住みよいまちとなることをめざして、認知症の方への支援をしています。 

■堺市みまもりあい事業  

 認知症高齢者等の衣服や持ち物等に、フリーダイヤル及び緊急連絡先転送 ID を記載したステッ

カーを貼付けることで、行方不明になったときに、個人情報を保護した上で、発見者が家族等に直

接電話連絡をとることができます。 

また、スマートフォン向けアプリとステッカーが連動しており、 

行方不明となった認知症高齢者等の捜索依頼を行うことができます。 

行方不明になる恐れのある認知症高齢者等を地域全体で見守る事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■堺市高齢者見守りネットワーク 

本事業に登録している協力事業所は、普段からのさりげない見守り 

や声かけを通して、何らかの異変に気づいた場合、地域包括支援センター

等の関係機関に連絡します。連絡を受けた関係機関は、訪問等により状況

を確認し、本人や家族が必要とする支援に繋げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先 長寿支援課 (TEL２２８－８３４７） 

） 

対象者 

お問合わせ先 長寿支援課 (TEL２２８－８３４７） 

） 
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■認知症支援のてびき（堺市認知症ケアパス） 

認知症の状況に応じたサービスや制度などを一体的に紹介する 

「認知症のてびき」を作成しました。 

症状に応じた支援の流れや、利用できるサービスの種類などを 

一目で確認することができます。 

地域包括支援センター等で、相談をお受けする際に使用します。 

 

 

 

 

■堺ぬくもりカフェ（認知症カフェ）  

認知症の方と家族、地域住民、専門職など誰でも参加できる場です。 
参加者が交流や情報交換、レクリエーションなどを行うことで、  
安心した時間を過ごします。 
施設の一覧は、堺市ホームページに掲載しています。 

 

 

 

 

■堺市認知症サポーター養成事業 
 認知症サポーターの役割は、まずは認知症を正しく理解することです。認知症の方や家族の気持

ちを理解するよう努め、友人や家族に知識を伝えたり、外出先で困っている人に「どうしましたか」

と声をかけたりするなど、自分にできる範囲での手助けを行います。 
 

 

 

■認知症疾患医療センター 

認知症についての専門医療相談、鑑別診断、身体合併症・周辺症状、かかりつけ医との連携のほ

か、患者・家族への介護サービス情報の提供と相談への対応や介護サービスとの連携等を行ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

■認知症初期集中支援チーム 

認知症の知識を持つ専門職(看護師・精神保健福祉士等)で構成される「認知症初期集中支援チー

ム」を認知症疾患医療センター浅香山病院と認知症疾患医療センター阪南病院に設置しています。 

 適切な医療・サービス等を受けられていない認知症の方の自宅を訪問するなど、認知症に対する

適切な支援に結びつけることで、認知症の重篤化を防ぎます。 

認知症の支援についての相談も可能です。 

 

お問合わせ先 堺市社会福祉協議会 包括支援センター統括課 (TEL２３８－３６３６)

６） 

） 

公益財団法人 浅香山病院 

堺区今池町 3-3-16  

相談専用 TEL  072-222-9414 

平日 8:30～17:00/土曜日 8:30～12:00 

医療法人杏和会 阪南病院 

中区八田南之町 277  

相談専用 TEL  072-278-0233 

月曜日～土曜日 9:00～16:00 

 

◎相談依頼窓口：お住まいの地域を担当する地域包括支援センター（５ページ参照） 

 

 

 

お問合わせ先 長寿支援課 (TEL２２８－８３４７） 

） 

お問合わせ先 長寿支援課 (TEL２２８－８３４７） 

） 
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（４）介護保険サービス 

 介護保険制度は、老後の介護に対する不安を解消し、介護を必要とする人の自立支援や、介護者

の負担軽減を図るなど、介護を社会全体で支えていくことをねらいとして創設され、平成 12 年 4

月から運用が始まりました。 

●●●●●●●●４０歳以上の方が介護保険に加入します●●●●●●●● 

 介護保険に加入するのは、65 歳以上の方と、40 歳から 6４歳の医療保険加入者です。堺市に

住所を有する方は、堺市の介護保険に加入していただくことになります。（加入のための手続きや

届出は必要ありません。） 

被保険者の区分 

 

 

 

 

※他の市町村から本市内の介護保険施設や有料老人ホーム等に入所し、住所を本市に変更された場

合は、引き続き前住所の市町村の被保険者となります。 

※また、身体障害者療護施設等（適用除外施設）に入所している方は介護保険制度が適用されませ

ん。 

●外国人の被保険者適用について 

 外国人住民の方で永住資格や特別永住資格がある方をはじめ、在留期間が３か月を超える方、 

または生活実態などから３か月を超えて滞在すると認められる方は、原則介護保険に加入することに 

なります。 

 

●●●●●●●●●保険料は所得に応じて決まります●●●●●●●●● 

■６５歳以上の方（第１号被保険者）の保険料  

 ６５歳以上の方の保険料は、法が定める基準により、ご本人や同じ世帯の方の市民税課税、非課

税及びご本人の公的年金等の収入額、地方税法上の合計所得金額などにより定められます。保険料

は、介護サービス費用の見込みに応じて、３年ごとに見直されます。 

 

＜65 歳以上の方の保険料の年額（令和６年度～８年度）＞ 

 

 

 

保   

 

険 

 

料 

 

 

 

 

所得に応じた 18 段階の定額保険料を設定 年間介護保険料 

第１段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給の方、または生活保護

受給の方、または世帯全員が市民税非課税の方で、公的年金等収入額

と合計所得金額との合計が年額 80 万円以下の方（基準額×0.285） 

25,370 円 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税の方で、公的年金等収入額と合計所得金額

との合計が年額 80 万円を超え年額 120 万円以下の方 

（基準額×0.47） 

41,840 円 

第３段階 
世帯全員が市民税非課税の方で、第１段階・第２段階以外の方 

（基準額×0.685） 
60,980 円 

４０歳から６４歳の医療保険に加入している方           第２号被保険者 

６５歳以上の方 第１号被保険者 
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保 

 

 

 

 

険 

 

 

 

 

料 

 

第４段階 

本人が市民税非課税で、同じ世帯に市民税課税の方がおられる方で、

公的年金等収入額と合計所得金額との合計が年額 80 万円以下の方

（基準額×0.90） 

80,110 円 

第５段階 
本人が市民税非課税で、同じ世帯に市民税課税の方がおられる方で、

第４段階以外の方（基準額） 
89,010 円 

第６段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 125 万円以下の方 

（基準額×1.18） 
105,040 円 

第７段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 125 万円を超え 200 万円未

満の方（基準額×1.30） 
115,720 円 

第８段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 200 万円以上 

300 万円未満の方（基準額×1.50） 
133,520 円 

第９段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 300 万円以上 

400 万円未満の方（基準額×1.70） 
151,320 円 

第１０段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 400 万円以上 

500 万円未満の方（基準額×1.90） 
169,120 円 

第１１段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 500 万円以上 

600 万円未満の方（基準額×2.10） 
186,930 円 

第１２段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 600 万円以上 

700 万円未満の方（基準額×2.30） 
204,730 円 

第１３段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 700 万円以上 

800 万円未満の方（基準額×2.40） 
213,630 円 

第１４段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 800 万円以上 

900 万円未満の方（基準額×2.50） 
222,530 円 

第１５段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 900 万円以上 

1,000 万円未満の方（基準額×2.60） 
231,430 円 

第１６段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 1,000 万円以上 

1,500 万円未満の方（基準額×2.70） 
240,330 円 

 第１７段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 1,500 万円以上 

2,000 万円未満の方（基準額×2.80） 
249,230 円 

 第１８段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 2,000 万円以上の方 

（基準額×3.00） 
267,030 円 

※ 公的年金等収入額とは、老齢年金・退職年金など、税法上の課税の対象となる年金をいいます。遺族年金・障害年

金など、税法上非課税となる年金は含まれません。 

※ 保険料の算定に用いる合計所得金額は、地方税法第 292 条第 1 項第 13 号に規定する前年の合計所得金額（配

偶者控除や医療費控除等の各種所得控除、上場株式などの譲渡損失に係る繰越控除等を行う前の金額）から土地、

建物等の長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を差し引いた金額です（当該譲渡所得があり、かつ、

雑損失繰越控除がある方については、合計所得金額から差し引かれる特別控除額が少額になっている場合があり

ますので、各区役所地域福祉課へご相談ください。）。 

第 1 段階～第 5 段階の方については、合計所得金額から課税年金収入に係る雑所得の金額を控除します。また、

給与所得が含まれている場合には、給与所得（給与所得と課税年金収入に係る雑所得の双方を有する方に対する
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① とくに生活にお困りの方（次の条件をすべて満たす方）を対象とした介護保険料の減額・猶予 

・申請日時点で世帯全員が市民税非課税であること 

・世帯の年間収入が１人世帯で 1５0 万円以下（以降、世帯員人数が１人増えるごとに４８万 

円を加算した額以下）であること    

（例えば 1 人世帯の場合 1５0 万円以下、2 人世帯の場合 1９8 万円以下） 

なお収入額の算定の際、控除できる費用があります。 

・他の世帯に属する人の所得税・住民税の扶養控除において、扶養親族になっていないこと 

・他の世帯に属する人の医療保険の被扶養者になっていないこと 

・世帯の銀行預金、郵便貯金、国債、地方債等の元本の合計額が１人世帯で 350 万円以下（以 

降、世帯人数が１人増えるごとに１００万円を加算した額以下）であること 

・本人及びその世帯に属する人が居住用以外に処分可能な土地家屋を所有していないこと 

② 災害により被害を受けられた方を対象とした介護保険料の減額・猶予 

災害により住宅、家財等に著しい損害を受けられた方 

③ 所得が著しく減少した方を対象とした介護保険料の減額・猶予 

生計中心者の所得が特別な事情により、前年の 1/2 以下となり、かつ市民税非課税と見込まれ

る方 

④ 刑務所などに拘禁され保険給付の制限を受けた方を対象とした介護保険料の免除 

           

所得金額調整控除の適用を受けている方は、所得金額調整控除適用前の金額）から 10 万円を控除した額（控除

後の金額が 0 円を下回る場合、給与所得を 0 円とします。）となります。 

また、市民税を申告された場合、介護保険料に反映されるまで 1～2 か月程度かかります（介護保険料が変更に

ならない場合もあります。）。  

※国・府・市からそれぞれ公費を投入し、１段階～第３段階の方については、保険料額（率）を軽減しています。 

 

 

 

 保険料の納付方法は、年金から差し引かれる特別徴収と、納付書等で納めていただく普通徴収が

あります。 

 

 

 

 

 

 

※新たに６５歳になられた方や市内に転入された方については、いったんは普通徴収となります

が、翌年度から特別徴収になる場合があります。 

 

 

 

次のいずれかに該当する方は、介護保険料が減免・猶予される場合がありますので、各区役所地

域福祉課にご相談ください。 

 なお、減額の期間は、申請日の属する月からその年度の末日までです。但し、下記②、④につい

ては取扱いが異なりますので、詳しくは各区役所地域福祉課にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料の納め方 

保険料の減免・猶予 

老齢(退職)年金、遺族年金、障害年金を 

年額 18 万円以上受給されている方 

特別徴収 

年金受給月に、年金から差し引かれます。

年金が年額 18 万円未満の方など 

普通徴収 

金融機関の口座振替や納付書により 

納付していただきます。 
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 介護保険料を滞納すると、介護サービス利用の際に保険給付の制限があります。 

滞納期間 措置の内容 

納期限から 

1 年間以上 

滞納した場合 

介護サービス費用の１割、２割、または３割を負担する方法からいったん全額

自己負担（１０割負担）していただき、後日保険給付分（９割分、８割分また

は７割分）を堺市に請求する方法（償還払い）となります。 

納期限から 

1 年 6 ヵ月以上 

滞納した場合 

介護サービス費用を全額自己負担した後で保険給付分（９割分、８割分または

７割分）を請求されても、一部又は全部を一時的に差し止められます。さらに、

一時差止めしている給付額から滞納保険料を差し引きます。 

納期限から 

2 年以上 

滞納した場合 

未納期間に応じ、一定期間自己負担率が１割または２割の方は３割に、３割の

方は４割に引き上げ（保険給付率が９割または８割から７割に、あるいは７割

から６割に引き下げ）となります。また、高額介護（介護予防）サービス費、高

額医療合算介護（介護予防）サービス費及び特定入所者介護（介護予防）サー

ビス費が受給できなくなります。 

 

■４０～６４歳の方（第２号被保険者）の保険料  

 加入している各医療保険のルールにしたがって保険料が設定されます。 

会社員など 

被用者の場合 

健康保険の加入者は、加入している健康保険の定めた算定方法により保険料が

決まり、医療保険と一括して給料から天引きされます。 

堺市国民健康保険

の場合 

国民健康保険の加入者は、所得割・均等割により算定されて保険料が決まり、

医療保険分と併せて、家族分を含めて世帯主から徴収されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料の滞納による給付制限 
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●加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病（特定疾病） 

①がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至った

と判断したものに限る。） 

②関節リウマチ 

③筋萎(い)縮性側索硬化症 

④後縦靭(じん)帯骨化症 

⑤骨折を伴う骨粗鬆(しょう)症 

⑥初老期における認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的

な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及び認知機能が低下した状態） 

⑦進行性核上性麻痺(ひ)、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

⑧脊(せき)髄小脳変性症 

⑨脊(せき)柱管狭窄(さく)症 

⑩早老症 

⑪多系統萎(い)縮症 

⑫糖尿病性神経障害、糖尿病性腎(じん)症及び糖尿病性網膜症 

⑬脳血管疾患 

⑭閉塞(そく)性動脈硬化症 

⑮慢性閉塞(そく)性肺疾患 

⑯両側の膝(しつ)関節又は股(こ)関節に著しい変形を伴う変形性関節症 

           

●●●●●●●●●●●要支援・要介護認定とは●●●●●●●●●●● 

介護保険のサービスを利用するためには、要支援・要介護の認定を受ける必要があります。 

■要支援・要介護認定の対象者  

・要支援・要介護の状態にある６５歳以上の方 

・加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病（特定疾病）で、要支援や要介護の 

状態にある４０歳から６４歳の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・介護を必要とする程度が軽く、状態の維

持・改善の可能性が高い場合に要支援認

定となります。 

・状態の維持・改善をめざすプログラムを

サービスの一部に組み込んだ「介護予防

サービス」「介護予防・生活支援サービス

事業」を利用することができます。 

・状態に応じ「要支援 1」と「要支援 2」

の区分があります。 

           

要 支 援 認 定 
 

・入浴、排せつ、食事等の日常生活における

基本的な動作について介護を要すると見

込まれる場合に要介護認定となります。 

・要介護状態の方の尊厳を保持し、有する能

力に応じて自立した日常生活を営んでい

ただくことを目的とした「介護サービス」

を利用することができます。 

・状態に応じ「要介護 1」から「要介護

5」の区分があります。 

           

要 介 護 認 定 
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■介護予防・介護保険サービスを受けるまでの流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）介護予防ケアプランの作成を、市町村から指定を受けた居宅介護支援事業所へ 

依頼できるようになりました。（令和 6年 4月から） 

 

【要介護・要支援認定申請をしたい方】 

 

 

 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課 介護保険係（６～７ページ参照） 

 

（注） 
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■認定調査の概要  

 認定調査では、認定調査員がご自宅などを訪問し次のような項目についてお伺いします。 

概況 
調査 

ご本人が現在受けているサービス内容や家族状況、居住環境等についてお話を伺います。 

基
本
調
査 

基本調査は、ご本人の心身の状況を把握するためのもので、おおむね以下のような内容です。 

調査は、時間がかかる場合があります。 

項目 具体的な調査項目 

身体機能・

起居動作に

ついて 

腕や足をあげることができるか 肩関節・股関節・膝関節が動くか 

寝返りができるか 起き上がりができるか 

10 分間程度座位保持ができるか 10 秒程度両足で立てるか 

5 メートル程度歩けるか いすなどから立ち上がることができるか 

1 秒程度片足で立つことができるか 洗身について 

つめ切りについて 視力について 

聴力について  

生活機能に

ついて 

ベッドから車いすなどへの乗り移りについて トイレなどへの移動について 

食べ物の飲み込みについて 食事摂取について 

排尿について 排便について 

歯磨きについて 洗顔について 

整髪について 上衣の着脱について 

ズボン等の着脱について 外出頻度について 

認知機能に

ついて 

意思の伝達について 毎日の日課の理解について 

生年月日や年齢の理解について 調査直前の記憶について 

自分の名前の理解について 今の季節の理解について 

場所の理解について 徘徊について 

外出すると戻れないことについて  

精神・行動

障害につい

て 

物を盗られたなどと被害的になることについて 作り話をすることについて 

感情が不安定になることについて 昼夜逆転について 

同じ話をすることについて 大声を出すことについて 

介護に抵抗することについて 家に帰るなどと言い落ち着きがないことについて 

一人で出たがることについて 収集癖について 

物や衣類を壊すことについて ひどい物忘れについて 

独り言・独り笑いについて 自分勝手に行動することについて 

話がまとまらないことについて  

社会生活へ

の適応につ

いて 

薬の内服について 金銭の管理について 

日常の意思決定について 集団への不適応について 

買い物について 簡単な調理について 

過去 14 日

間に受けた

特別な医療

について 

点滴の管理 中心静脈栄養 

透析 ストーマ（人工肛門）の処置 

酸素療法 レスピレーター（人工呼吸器） 

気管切開の処置 疼痛の看護 

経管栄養 
モニター測定 

（血圧、心拍、酸素飽和度など） 

じょくそうの処置 
カテーテル（コンドームカテーテル、留置カテー

テル、ウロストーマなど） 

特記
事項 

基本調査項目で表しきれないご本人の状況などは、特記事項として記載します。 
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【サービスを利用する前に】ケアプラン（介護サービスの利用計画）を作成する必要があります。 

居宅介護支援 
（ケアマネジメントサービス） 

居宅介護支援事業所のケアマネジャーが介護サービス計画の作成等を 

行います。 
※ケアプランの作成および相談は無料です。（全額を介護保険で負担します） 

 

■居宅サービス             <居宅等でのサービス〉 

訪問介護 
（ホームヘルプサービス） 

ホームヘルパーが訪問し、食事・排せつなどの身体介護や掃除・洗濯など

の生活援助を行います。 

訪問入浴介護 浴槽を積んだ入浴車などが訪問し、入浴の介助を行います。 

訪問看護 
看護師などが自宅を訪問して、療養上の世話または必要な診療の補助を行

います。 

訪問リハビリテーション リハビリの専門職が自宅を訪問して、リハビリテーションを行います。 

居宅療養管理指導 
医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導を行いま

す。 

特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム等における介護） 

介護保険の指定を受けた介護付有料老人ホームなどに入居している方が、
食事や入浴などの介護や機能訓練および療養上の世話を受けます。 

〈事業所に通ってのサービス〉 

通所介護（デイサービス） 
通所介護施設に通い、日帰りで入浴や食事の提供や日常生活上の介護などを

受けます。 

通所リハビリテーション 

（デイケア） 

医療機関や介護老人保健施設に通い、日帰りでリハビリテーションを受け 

ます。 

〈短期入所サービス〉 

短期入所生活介護 

（ショートステイ） 

 

短期入所療養介護 

（医療型ショートステイ） 

短期間、介護老人福祉施設などに入所して、日常生活上の介護やリハビリテ

ーションを受けます。 

※介護老人福祉施設などで日常生活上の介護を受ける「生活介護」と、介護老

人保健施設などで医療上のケアを含む介護を受ける「療養介護」があります。 

〈生活環境を整えるサービス〉 

福祉用具貸与※ 

◎要介護度によって利用 

できる用具が異なります。 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を借りることができます。 

【貸与品目】手すり、スロープ、歩行器、歩行補助つえ、車いす、車いす 

付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症

老人はいかい感知器、移動用リフト、自動排せつ処理装置 

福祉用具購入費の支給※ 

対象となる福祉用具の購入ができます。 

【購入品目】腰掛便座、移動用リフトのつり具の部分、入浴補助用具、簡易 

浴槽、排せつ予測支援機器、自動排せつ処理装置の交換部分 

住宅改修費の支給 住み慣れた自宅で安心して暮らすために、改修費用を支給します。 

※一部の福祉用具は貸与と購入を選択できます。（令和 6 年 4 月から） 

固定用スロープ・歩行器（歩行車を除く）・単点つえ(松葉づえを除く)・多点つえについては、福祉用具専門

相談員またはケアマネジャーからの提案により、貸与と購入を選択できます。 

 

 

●●●●●●●●●介護サービス（要介護１～５の方）●●●●●●●●● 
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■施設サービス  

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

常に介護が必要で、自宅での介護が難しい方が入所して、日常生活上の介助

などを受けます。 

※新たに入所できるのは原則として要介護３以上の方となっています。 

介護老人保健施設 
病状が安定し、リハビリテーションが必要な方が入所して、介護や機能訓練 

などを受けます。 

介護医療院 長期間の療養が必要な方が入所して、医療と介護を一体的に受けます。 

 

■地域密着型サービス  

小規模多機能型居宅介護 

「通所サービス」を中心に「訪問」や「泊まり」を組み合わせ、本人の心身

の状況や希望に応じ、入浴、排せつ、食事等の介護や機能訓練などを受けま

す。 

夜間対応型訪問介護 
夜間の定期巡回や通報によりホームヘルパーが訪問して、日常生活上の世話 

などを行います。 

認知症対応型通所介護 
認知症の高齢者がデイサービスセンターなどに通い、リハビリテーションなど

を受けます。 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

認知症の高齢者が、少人数で共同生活をしながら、家庭的な雰囲気の中で介護

や機能訓練を受けます。 

地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護 

小規模な特別養護老人ホーム（定員 29 人以下）などに入所している方が介護

や機能訓練、療養上の世話などを受けます。 

※新たに入所できるのは原則として要介護３以上の方となっています。 

地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

小規模な介護専用の有料老人ホーム（定員 29 人以下）などに入居している方

が介護や機能訓練、療養上の世話などを受けます。 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

日中・夜間を通じて定期的な巡回と随時の通報により居宅を訪問し、介護、 

看護や緊急時の対応を受けます。 
看護小規模多機能型 
居宅介護 
（複合型サービス） 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせたサービスを受けます。介護
と医療それぞれのサービスが必要な人が、同じ事業者からサービスを受けま
す。 

地域密着型通所介護 
小規模な通所介護施設(定員１８名以下)に通い、日帰りで入浴や食事の提供、
日常生活上の介護などを受けます。 

 
 
●●●●●介護予防サービス／介護予防・生活支援サービス（要支援１・２の方）●●●●● 

 
 
 
 
 
 
 

【サービスを利用する前に】介護予防ケアプランを作成する必要があります。 

介護予防支援 
（ケアマネジメントサービス） 

地域包括支援センターの職員が、介護予防サービス計画の作成等を行い 

ます。 

介護予防ケアプランの作成を、市町村から指定を受けた居宅介護支援事業所へ 

依頼できるようになりました。（令和 6 年 4 月から） 

※ケアプランの作成および相談は無料です。（全額を介護保険で負担します） 

 

平成２９年４月から介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、全国一律の介護予防 

サービスから堺市が実施する「介護予防・生活支援サービス」に移行しています。 

高齢者の介護予防と自立した日常生活の支援を目的とした事業です。 

※太枠内が介護予防・生活支援サービスとなります。 
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■居宅サービス             <居宅等でのサービス〉 

介護予防訪問サービス 

（ホームヘルプサービス） 

自分ではできない日常生活の行為がある場合に、ホームヘルパーが訪問し、

介護予防を目的とした日常生活上の支援を行います。 

担い手登録型訪問サービス 
自分ではできない日常生活の行為がある場合に、堺市の定める研修受講者が

訪問し、介護予防を目的とした日常生活上の支援を行います。 

介護予防訪問入浴介護 
自宅に浴室がないなどの場合に限り、浴槽を積んだ入浴車などが訪問して、 

介護予防を目的とした入浴の介助などを行います。 

介護予防訪問看護 
看護師などが自宅を訪問して、介護予防を目的とした療養上の世話または必要

な診療の補助を行います。 

介護予防 

訪問リハビリテーション 

リハビリの専門職が自宅を訪問して、介護予防を目的としたリハビリテーショ

ンなどを行います。 

介護予防居宅療養管理指導 
医師・歯科医師・薬剤師などが自宅を訪問して、介護予防を目的とした療養上

の管理や指導を行います。 

介護予防特定施設入居者生活介護

（介護付有料老人ホーム等における介護） 

介護保険の指定を受けた介護付有料老人ホームなどの特定施設に入居してい

る方が、介護予防を目的とした入浴、排せつ、食事等の介護や機能訓練及び療

養上の世話を受けます。 

〈事業所に通ってのサービス〉 

介護予防通所サービス 

（デイサービス） 

デイサービスセンターで、専門職による機能訓練や食事、入浴、日常生活上

の支援などを受けます。 

担い手登録型通所サービス 
堺市の定める研修受講者等による運動、レクリエーションなどの多様なサー

ビスを受けます。 

短期集中通所サービス 
機能訓練の専門職により短期間に集中的に機能訓練を受け、状態改善、運動

習慣の取得をめざします。 

介護予防通所リハビリテーション 

（デイケア） 

医療機関等や介護老人保健施設などで、リハビリテーションなどを受けます。 

〈短期入所サービス〉 

介護予防短期入所生活介護 

（ショートステイ） 

短期間、介護老人福祉施設などに入所して、介護予防を目的とした日常生活

上の介護やリハビリテーションを受けます。 

介護予防短期入所療養介護 

（医療型ショートステイ） 

※介護老人福祉施設などで日常生活上の介護を受ける「生活介護」と、介護老

人保健施設などで医療上のケアを含む介護を受ける「療養介護」があります。 

〈生活環境を整えるサービス〉 

介護予防福祉用具貸与※ 
◎要介護度によって利用 

できる用具が異なります。 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を借りることができます。 

介護予防福祉用具購入費の支給

※ 
対象となる福祉用具の購入ができます。 

介護予防住宅改修費の支給 住み慣れた自宅で安心して暮らすために、改修費用を支給します。 

※一部の福祉用具は貸与と購入を選択できます。（令和 6 年 4 月から） 

固定用スロープ・歩行器（歩行車を除く）・単点つえ(松葉づえを除く)・多点つえについては、福祉用具専門

相談員またはケアマネジャーからの提案により、貸与と購入を選択できます。 

（貸与品目・購入品目については、21 ページ参照） 
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■地域密着型サービス  

介護予防 

小規模多機能型居宅介護 

「通所サービス」を中心に、「訪問」や「泊まり」を組み合わせ、本人の心

身の状況や希望に応じ、入浴、排せつ、食事等の介護や機能訓練などを受け

ます。 

介護予防 

認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者がデイサービスセンターなどに通い、リハビリテーションなど

を受けます。 

介 護 予 防 認 知 症 対 応 型   

共同生活介護（グループホーム） 

（要支援２の方のみ） 

認知症の高齢者が少人数で共同生活をしながら、家庭的な雰囲気の中で介護や

機能訓練を受けます。 

 

居宅サービス・介護予防サービス・地域密着型サービスを利用する場合、要介護状態区分に応じて

1 ヶ月に介護保険を利用できる限度額が決まっています。限度額を超えた分は全額自己負担になり

ます。 

要介護度 
支給限度額 
（1 ヶ月） 要介護度 

支給限度額 
（1 ヶ月） 

要支援 1 5,032 単位 要介護 1 16,765 単位 

要支援 2 10,531 単位 要介護 2 19,705 単位 

 
要介護 3 27,048 単位 

要介護 4 30,938 単位 

要介護 5 36,217 単位 

※居宅療養管理指導、福祉用具の購入、住宅改修費の支給、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護（地域密着型を

含む。）、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護保険施設サービスについては、支給限度基準額の対象となりません。 

※1 単位は、10 円～10.7 円となります。（サービスの種類ごとに異なります。） 

 

●●●●●●●●●●介護サービスにかかる利用料●●●●●●●●●● 

■利用料について  

介護保険のサービスを利用した場合は、原則としてかかった費用の 1 割（一定以上の所得があ

る方は２割または３割）が自己負担となります。また、施設に入所または短期入所された場合

は、居住費及び食費も自己負担となります。なお、ケアプランを作成していない場合は、償還払

い（一旦全額自己負担）となります。利用者負担割合は、「介護保険負担割合証」でご確認くださ

い。 

 

〈利用者負担の判定の流れ〉

（注）合計所得金額とは・・・収入から公的年金控除、必要経費等を控除した後で、基礎控除や人的控除等の控除をする前の所得金額

６５歳

以上の方

・市民税非課税者

・生活保護受給者

・４０～６４歳の方

本人の

合計所

得金額
（注）

が

２２０万円以上

１６０万円以上

２２０万円未満

１６０万円未満

同一世帯の６５歳以上の方の

年金収入＋

その他の合計所得金額

単身：３４０万円以上

２人以上：４６３万円以上

同一世帯の６５歳以上の方の

年金収入＋

その他の合計所得金額

単身：２８０万円以上

２人以上：３４６万円以上

３割負担

２割負担

１割負担

はい

はい

いいえ

いいえ

●●●●●●●要介護度別の支給限度額（居宅サービス）●●●●●●● 
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■高額介護サービス費等について  

  １ヵ月に利用した介護保険サービスの利用者負担が一定の限度額を超えたとき、申請により、

超えた分が、高額介護サービス費として支給されます。 

〈高額介護サービス費の利用者負担上限額（月額）〉 

区分 利用者負担上限額 

※課税所得 690 万円（年収約 1,160 万円）以上の方 世帯 140,100 円 

※課税所得 380 万円（年収約 770 万円）以上 

課税所得 690 万円（年収約 1,160 万円）未満の方 
世帯 93,000 円 

※課税所得 380 万円（年収約 770 万円）未満で 

市民税課税世帯の方 
世帯 44,400 円 

市民税非課税世帯 世帯 24,600 円 

 

 

・前年の合計所得金額及び公的年金等収入額の合計が 80 万

円以下の方 

・老齢福祉年金受給者 

個人 15,000 円 

・生活保護受給者の方 

・利用者負担額を 15,000 円に減額することで、生活保護の受給

者とならない方 

個人 15,000 円 

世帯 15,000 円 

 ※同一世帯の 65 歳以上の方の中で、最も課税所得の多い方の課税所得で算定する。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

大阪府内の介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院）及び地域密着

型介護老人福祉施設（以下「施設等」という。）に入所し、利用者負担額が高額となる場合、本

来、利用者が受け取るべき高額介護サービス費の受領を施設等に委任することにより、利用者は

利用者負担上限額を施設等に支払うことをもって精算できます。その後、堺市が施設等に対し、

高額介護サービス費を支払います。ただし、以下の方は高額介護サービス費の受領委任払の対象

となりません。 

 

 

 

 

 

介護保険と医療保険の両方の利用者負担を年間で合算し高額になった場合は、限度額を超えた

分が支給される高額医療・高額介護合算制度があります。毎年 8 月から翌年の 7 月までの 1 年

間で、医療機関等に支払われた医療保険と介護保険の自己負担額（高額療養費等控除後の額）の

合計額（両方の支払があることが条件です）から、自己負担限度額を差し引いた額が 500 円を

超えた場合に、申請により、その差し引いた金額を支給します。 

 

高額医療・高額介護合算制度について 

●介護保険料の滞納があり、給付制限を受けている。  
●受領委任払をすることについて、施設等が同意しない。 
●介護老人保健施設において利用者負担額を軽減している。 

 

介護老人保健施設において利用者負担額を軽減している。 

  

 

           

高額介護サービス費の受領委任払について 
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  〈高額医療・高額介護合算制度の自己負担限度額〉 

●７０歳未満の方 

区分 限度額 

基

準

総

所

得

額 

901 万円超 212 万円 

600 万円を超え 901 万円以下 141 万円 

210 万円を超え 600 万円以下 67 万円 

210 万円以下 60 万円 

市民税非課税世帯 34 万円 

 

 ●７０歳以上の方・後期高齢者医療制度の対象者 

区分 限度額 

課

税

所

得 

690 万円以上 212 万円 

380 万円以上 690 万円未満 141 万円 

145 万円以上 380 万円未満 67 万円 

一般（市民税課税世帯の方） 56 万円 

低所得者（市民税非課税世帯の方） 31 万円 

 
世帯の各収入から必要経費・控除を差し引いたときに所得が０円となる方

（年金収入のみの場合 80 万円以下の方） 
19 万円 

 

■低所得者への配慮  

① 施設入所時の居住費（滞在費）・食費の負担軽減 

施設に入所または短期入所された場合、居住費（滞在費）・食費を軽減する制度（特定入所者介

護サービス費）があります。申請により、下表の限度額までの負担となります。 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護、 

（介護予防）短期入所療養介護 

 

居住費（滞在費）・食費の負担限度額（日額） 

 

対象 

居住費（滞在費）の限度額 

食費の限度

額 
ユニット型個

室 

ユニット型個

室的多床室 

（）は従来型個

室 

多床室 

第３段階

② 

・世帯（注１）全員が市民税非

課税で前年の公的年金等収入

額と合計所得金額と非課税年

金（遺族年金、障害年金など）

収入額の合計額が年額 120

万円超の方 

※A 1,310 円 

↓ 

※B 1,370 円 

※A 1,310 円 

（820 円） 

↓ 

※B 1,3７0 円 

（8８0 円） 

※A 370 円 

↓ 

※B 430 円 

1,360 円 

【1,300

円】 
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第３段階

① 

・世帯（注１）全員が市民税非

課税で前年の公的年金等収入

額と合計所得金額と非課税年

金（遺族年金、障害年金など）

収入額の合計額が年額 80 万

円超 120 万円以下の方 

※A 1,310 円 

↓   

※B 1,370 円 

※A 1,310 円 

（820 円） 

↓ 

※B 1,3７0 円 

（8８0 円） 

※A 370 円 

↓ 

※B 430 円 

650 円 

【1,000

円】 

第２段階 

・世帯（注１）全員が市民税非

課税で前年の公的年金等収入

額と合計所得金額と非課税年

金（遺族年金、障害年金など）

収入額の合計額が年額 80 万

円以下の方 

※A 820 円 

↓ 

※B 880 円 

※A 490 円 

（420 円） 

↓ 

※B ５５0 円 

（4８0 円） 

※A 370 円 

↓ 

※B 430 円 

390 円 

【600

円】 

第１段階 

・世帯全員が市民税非課税で

老齢福祉年金受給者の方 

・生活保護受給者の方 

※A 820 円 

↓ 

※B 880 円 

※A 490 円 

（320 円） 

↓ 

※B ５５0 円 

（3８0 円） 

0 円 300 円 

令和６年８月から一部負担限度額が変更となります（第一段階多床室および食費除く） 

※A 令和 6 年７月までの金額です。   ※B 令和 6 年 8 月からの金額です。 

 

（注１） 配偶者（事実婚も含む。）が別世帯にいる場合、その配偶者を含めます。 

※ 預貯金等の合計額が、第１段階の方は 1,000 万円（配偶者がいる場合は夫婦の預貯金等の合計額が 2,000

万円）、第２段階の方は 650 万円（配偶者がいる場合は夫婦の預貯金等の合計額が 1,650 万円）、第３段階①

の方は 550 万円（配偶者がいる場合は夫婦の預貯金等の合計額が 1,550 万円）、第３段階②の方は 500 万円

（配偶者がいる場合は夫婦の預貯金等の合計額が 1,500 万円）を超える場合は、負担軽減の対象外となりま

す。 

※（ ）内は介護老人福祉施設に入所または短期入所生活介護を利用した場合の従来型個室の額です。 

【 】内は短期入所生活介護または短期入所療養介護を利用した場合の額です。 

※ 施設の設定した居住費（滞在費）・食費が限度額を下回る場合は、施設の設定した金額が基準となります。 

※ 限度額を超えた分は、特定入所者介護（介護予防）サービス費として介護保険から施設に支払われます。 

※ 申請した月から適用となります。申請にあたっては、本人および配偶者の預貯金通帳等のコピーと金融機関へ

の照会に対する同意書を提出していただく必要があります。 

※ 偽りその他の不正行為により軽減を受けると軽減額の返還に加えて最大で軽減額の 2 倍の加算金が課される

場合があります。 

 

② 訪問介護（ホームヘルプサービス）利用者に対する利用者負担の軽減 

障害者総合支援法によるホームヘルプサービスの利用において、境界層該当として負担額が 0

円となっている人の利用者負担額を 0 円とします 

 

③ 社会福祉法人による利用者負担の軽減 

・市民税非課税世帯の方（生活保護又は中国残留邦人等支援給付受給者を除く） 

一部の社会福祉法人が提供する対象サービスを利用する場合、低所得で特に生計が困難な方につい

て、申請により、利用者負担額、食費・居住費（滞在費）が軽減される場合があります。軽減を実

施している法人については２９ページをご覧ください。 
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市民税非課税世帯の方であって、次の要件を全て満たす方 

（1） 年間収入が単身世帯で 150 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 50 万円を 

加算した額以下であること 

（2）預貯金等の額が単身世帯で 350 万円、世帯員が 1 人増えるごとに 100 万円を加算した

額以下であること 

（3）日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと 

（4）負担能力のある親族等に扶養されていないこと 

（5）介護保険料を滞納していないこと 

 

1 割の利用者負担額、食費、居住費（滞在費） 

※ただし、負担限度額認定証を持っていない方は、介護福祉施設サービス・地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護・短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護の食費・居住費

（滞在費）は軽減されません。 

 

上記対象費用を 25％軽減（老齢福祉年金受給者の方は 50％軽減） 

 

 

 

 

 

・生活保護又は中国残留邦人等支援給付を受給している方 

生活保護又は中国残留邦人等支援給付を受給されている方が次のサービスで個室を利用した場

合、居住費の利用者負担額が全額軽減されます。 

 

 

 

 

※詳しくは利用している社会福祉法人等にお問い合わせ下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●対象サービス 

介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設、短期入所生活介護、 

介護予防短期入所生活介護 

 

 

           

●対象サービス 

介護福祉施設サービス、訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、夜間対応型訪問介護、

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護 など 
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軽減を実施している社会福祉法人 

④ 介護老人保健施設による利用者負担の軽減 

生計困難な方が下記の介護老人保健施設を利用される場合、その利用者負担が減免される場合

があります。 

※詳しくは下記の介護老人保健施設にお問い合わせください。 

法 人 名 施 設 名 

（公財）浅香山病院 介護老人保健施設 みあ・かーさ 

（公財）浅香山病院 小規模介護老人保健施設 かーさ・あもーれ 

（福）おおとり福祉会 介護老人保健施設 堺ラ・メール 

（福）堺福祉会 介護老人保健施設 愛和園 

（福）貞省会 介護老人保健施設 カロス 

（福）同仁会 介護老人保健施設 みみはら 

（福）美木多園 老人保健施設 美樹の園 

（福）天寿会 介護老人保健施設 ホットスプリング美原 

 

■課税世帯への特例減額措置  

高齢夫婦等の市民税課税世帯で、一方が施設に入所して居住費及び食費を負担することにより、

在宅の配偶者等の生計が著しく困難にならないように、施設の居住費及び食費が減額される場合が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あすなろ会 健徳会 そうび会 宝生会 

いずみ会 こころの家族 貞省会 朋和会 

稲穂会 五常会 天寿会 マーヤ 

ｴｰｼﾞﾝｸﾞﾗｲﾌ福祉会 コスモス 東光学園 美木多園 

大阪福祉会 コミュニティ福祉会 上神谷福祉会 三篠会 

大阪府社会福祉事業団 堺暁福祉会 野田福祉会 みささぎ会 

おおとり福祉会 堺中央共生会 ひまわり会 悠人会 

風の馬 堺福祉会 宏和会 よしみ会 

関西福祉会 桜会 福生会 ラポール会 

啓真会 さつき会 フローラ藤の会 和風会 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課 介護保険係（６～７ページ参照） 
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（５）一般介護予防事業 

 いつまでもげんきで若々しく過ごしていただくために、堺市では高齢者を対象に様々な事業を展

開しています。一人一人の体の状態にあったものを選んでいただけます。担当課へお気軽にお問い

合せください。 

■地域出前型げんきあっぷ教室  

地域の自主活動グループを対象に、運動指導員を派遣し、転倒予防、体力増進、運動習慣を

身につけるなどを目的とした体操や、高齢者向けの簡易な体力測定を行います。 

対象者･･･高齢者の自主活動グループで以下の条件に該当すること。 

① １０名以上３０名程度のグループ 

   ②参加者のうち、堺市在住の６５歳以上の方が過半数を占めるグループ 

③実施する場所（地域会館等）を堺市内で確保することができるグループ 

 ※体力測定機器運搬のため駐車場（1 台以上）の確保もお願いします。 

 

 

■げんきあっぷ教室 （老人福祉センター実施分） 

市内の７ヶ所の老人福祉センター（６２ページ参照）に、運動指導員を派遣し、転倒予防、

体力増進、運動習慣を身につけるなどを目的とした体操を行う教室を実施します。週１回程度

の頻度で実施（１クール 10 回程度） 

   

 

■自主運動グループ育成事業  

運動を行いたいグループを保健師や理学療法士、運動指導員が支援します。転倒予防や足腰

を強くするために効果的な体操等の指導を数回行い、その後は自主的に活動をしていただきま

す。 

 

 

■介護予防・健康教室  

保健センター及び地域会館等において、保健師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等に

よる介護予防や健康づくり全般に関する講座を実施します。 

 

 

■低栄養予防出前啓発事業  

地域会館等において保健センターの管理栄養士等による 低栄養予防のための「出前講座」

を実施します。 

 

 

 

お問合わせ先 長寿支援課（TEL２２８－８３４７） 

 

お問合わせ先 長寿支援課（TEL２２８－８３４７） 

 

お問合わせ先 各保健センター （４３ページ参照） 

 

お問合わせ先 各保健センター （４３ページ参照） 

 

お問合わせ先 各保健センター （４３ページ参照） 
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■口腔機能の向上出前啓発事業  

保健センターの歯科衛生士や言語聴覚士等による口腔機能向上のための「出前講座」を実施

します。健口（けんこう）体操や、適切な歯のみがき方、歯間部清掃用具の使用方法などをア

ドバイスするなどして、口腔機能向上の取り組みを日常生活に取り入れることをめざします。 

 

 

 

■ひらめき脳トレプラス教室  

 関西大学との連携事業で制作した、認知症予防に効果のある「堺コッカラ体操」とグループで

のおしゃべり交流、認知・注意課題・漢字音読等 脳の活性化につながる取り組みに加え口腔ケア

やお口の体操、食生活ワンポイントアドバイスなどを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先 各保健センター （４３ページ参照） 

 

 

 

お問合わせ先 各保健センター （４３ページ参照） 

 

 

 

 

 

楽しく身体を動かしながら脳を活性化させる、ココロとカラダを元気にする体操です。 

簡単な基本動作を音楽に合わせることで、脳血流量が増え、認知症予防の効果が期待 

できます。 

堺コッカラ体操は、一般介護予防事業や老人福祉センター（６２ページ参照）で体験でき 

ます。 

また、堺コッカラ体操リーダー養成講座の修了生がリーダーとなり、地域で堺コッカラ体操

を広める活動をしています。 

堺コッカラ体操（堺市版介護予防体操） 

 

お問合わせ先 長寿支援課（TEL２２８－８３４７） 
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（６）国民年金 

国民年金は、社会全体で高齢者の生活を支え合おうという公的年金制度です。現役で働く人たち

の納める保険料が、高齢者の生活を支え、現役で働く人たちが高齢者になったときには、次の世代

の人たちの納める保険料が支えてくれる仕組みになっています。 

●●●●●●●●●●●●基礎年金の種類と給付●●●●●●●●●●●● 

■老齢基礎年金  

 老齢基礎年金は、６５歳以上に達したときに、次の受給資格期間を合わせて１０年以上※ある人

に支給されます。 

  ①国民年金の保険料を納めた期間（第３号被保険者期間を含む。） 

  ②国民年金保険料を免除された期間（納付猶予期間・学生納付特例期間を含む。） 

  ③被用者年金（厚生年金保険、船員保険、共済組合）の被保険者期間 

  ④６０歳未満で任意加入できたが、しなかった期間 

⑤６０歳までの間で任意加入したが、保険料を納付しなかった期間 

※平成 29 年 8 月 1 日から受給資格期間が 25 年以上から 10 年以上に短縮されました。 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度  

年金額：昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれの方 ８１６，０００ 円 

昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれの方 ８１３，７００ 円 

ただし、これは６０歳になるまでに国民年金に加入できる年数（加入可能年数）

についてすべて保険料を納めた人の場合で、保険料の納め忘れまたは免除期間

がある人は、その期間に応じて計算された額が支給されます。 

 

◆繰上請求・繰下請求◆ 

 老齢基礎年金は６５歳から受けるのが原則ですが、希望により６０歳から６４歳の間

でも繰り上げて請求することができ、この場合、年金額は請求年齢に応じて減額されま

す。また、６６歳以後７０歳まで希望する年齢で繰り下げて請求することもでき、この

場合、年金額は請求年齢に応じて増額されます。 

 ただし、一旦請求されると生涯その支給率は変わらないのでご注意ください。 
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■障害基礎年金  

 障害基礎年金は、国民年金加入中の人、または国民年金の被保険者であった人が、日本国内に住

所を有し、６０歳以上６５歳未満のときに障害の状態になった場合、下記の①、②の要件に該当す

れば支給されます。また、２０歳前の病気やケガで障害の状態になった人にも、２０歳から支給さ

れます。ただし、所得要件があります。 

①初診日の前日において、初診月の前々月までの被保険者期間で、保険料納付済期間（保険料 

免除期間・納付猶予期間・学生納付特例期間も含む。）が、３分の２以上あること。 

原則として昭和６１年４月１日以降、令和８年３月３１日以前に初診日がある場合は、特例 

として初診日の前日において、初診月の前々月までの直近１年間に保険料の未納がなければ 

支給されます。 

②障害認定日※以降に政令で定められている障害等級表の１級または２級の障害の状態にな 

っていること。 

※障害認定日とは、病気やケガにより、初めて診療を受けた日から１年６カ月を経過した日、 

または１年６カ月をまたないでも症状が固定したときはその日のことを言います。 

ただし、これらの日が２０歳未満のときは、２０歳になった日になります。 

 

 

 

 

 

 

 

■遺族基礎年金  

遺族基礎年金は、国民年金の加入期間中の死亡、または老齢基礎年金を受ける資格期間が２５年 

以上ある人が死亡したとき、下記の①、②の要件に該当すれば、その人によって生計を維持されて 

いた子（１８歳到達の年度末までの子、または２０歳未満の障害の状態にある子）のある配偶者※、

または子に支給されます。 

※平成２６年４月以降に配偶者が死亡した場合、子のある夫も支給されるようになりました。 

①死亡日の前日において、死亡月の前々月までの被保険者期間で保険料納付済期間（保険料免 

除期間・納付猶予期間・学生納付特例期間を含む。）が、３分の２以上あること。 

原則として昭和６１年４月１日以降、令和８年３月３１日以前に死亡した場合は、特例とし 

て死亡日の前日において、死亡月の前々月までの直近１年間に保険料の未納がなければ支給 

されます。 

②老齢基礎年金を受ける資格期間（原則として２５年）を満たしている人、もしくは受給権を 

有する人が死亡したとき。 

  

令和６年度 

年金額：１級障害 昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれの方 １，０２０，０００円 

昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれの方 １，０１７，１２５円 

２級障害 昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれの方   ８１６，０００円 

昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれの方   ８１３，７００円 

令和６年度  

年金額：子のある配偶者に支給される年金額  

昭和 31 年 4 月 2 日以後生まれの方 １，０５０，８００円 

昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれの方 １，０４８，５００円 

※上記は子が１人のとき。子の人数により加算額は異なります。 
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●●●●老齢福祉年金（原則として明治４４年４月１日以前生まれの方）●●●● 

 老齢福祉年金は、国民年金が発足した当時（昭和３６年４月）すでに高齢であった人を対象に、

全額を国の負担により支給される年金です。 

 

 

 

 

●●●●●●●●●●●●● そ の 他 ●●●●●●●●●●●●● 

 第１号被保険者の人（自営業や農業の人など）には、「付加年金」「寡婦年金」「死亡一時金」と、

短期在留外国人を対象とした「脱退一時金」という独自の給付があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度 年金額：４１６，９００円 

ただし、本人及び扶養義務者・配偶者の所得により、支給の制限・停止があります。 

お問合わせ先       〈 国 民 年 金 〉 

窓 口 名 Ｔ Ｅ Ｌ F A X 

堺区役所 保険年金課 228-7413 228-7539 

中区役所 保険年金課 270-8189 270-8171 

東区役所 保険年金課 287-8108 287-8621 

西区役所 保険年金課 275-1909 275-1908 

南区役所 保険年金課 290-1808 290-1813 

北区役所 保険年金課 258-6743 258-6894 

美原区役所 保険年金課 363-9314 363-0020 

 

〈 国 民 年 金 ・ 厚 生 年 金 〉 

窓 口 名 Ｔ Ｅ Ｌ 

堺東年金事務所 238-5101 

堺西年金事務所 243-7900 

 

窓 口 名 所 在 地 

街角の年金相談センター堺東 堺区中瓦町 1-1-21 堺東八幸ビル 7 階 

街角の年金相談センターなかもず 北区長曽根町 130-23 堺商工会議所会館 1 階 

※来訪相談専門につき、電話でのお問い合わせはできません。 
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（７）養護老人ホーム・軽費老人ホーム 

■養護老人ホーム  

おおむね６５歳以上の方で、環境上の問題があり、かつ経済的に困窮している方で、家庭での

生活が困難な方が入所する施設です。（市外施設への入所もできます。） 

■費用…本人及び扶養義務者の収入に応じた費用の負担が必要です。 

 

 

 

 

■軽費老人ホーム  

身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことについて不安があると認められる方で

あって、家族による援助を受けることが困難な60歳以上の人が利用する施設です。ただし、そ

の方の配偶者、３親等内の親族と共に入所することが必要と認められる方については、60歳未

満の方も利用できます。 

 なお、軽費老人ホームには次のような種類があります。 

■軽費老人ホーム……………食事サービス付。 

■軽費老人ホーム（A 型）…食事サービスが付き、診療所が併設されています。 

■軽費老人ホーム（B 型）…自炊が可能な方（食事サービスはありません。） 

 
  

 

 

 

〈 施 設 一 覧 表 〉 

名 称 区 分 所 在 地 ・ 最 寄 駅 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ 

養護老人ホーム 八田荘 養護 中区八田南之町１６２－３ 南海バス「中老人福祉センター」 278－0058 278－0584 

福生園 養護 中区伏尾１９６ 南海バス｢天の橋｣ 278－0205 278－0525 

延命荘 軽費Ａ 南区御池台 5 丁２－６ 南海バス｢御池台５丁｣ 297－5342 296－2568 

ケアハウスゆーとりあ 軽費 中区見野山１６２ 南海バス｢岩室｣ 236－8779 234－8674 

ケアハウスシャルム出屋敷 軽費 東区八下町１丁１２７－１ 南海バス｢野遠｣ 250－2615 258－6820 

ケアハウスハーモニーコート 軽費 東区南野田３４ 南海高野線「北野田駅」 230－2300 230－2227 

ケアハウス朗友 軽費 西区草部７４３ 南海バス｢万崎｣ 271－7611 271－7311 

ケアハウスはーとらんど 軽費 西区津久野町１丁７-２０ 阪和線「津久野駅」 272－7400 272－7401 

ケアハウス逆瀬川 軽費 南区逆瀬川１０３９ 南海バス｢逆瀬川口｣ 291－0912 291－9679 

ケアハウス美和 軽費 南区三木閉５７ 南海バス｢堺西高校前｣ 290－0250 290－0252 

ケアハウスセットンの家 軽費 南区檜尾３３６０－１０ 南海バス｢檜尾山北｣ 272－8338 272－8337 

ケアハウスブレス南花田 軽費 北区南花田町５３０ 南海バス｢南花田町東｣ 256－2800 256－2801 

ケアハウス和風荘 軽費 美原区平尾２１９６ 南海バス｢平尾｣ 361－6093 369－2108 

お問合わせ先 各区役所 地域福祉課（６～７ページ参照） 

 

お問合わせ先 直接施設へ（下記一覧表参照） 
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（８）有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅 

■有料老人ホーム  

高齢者が入所し、食事をはじめ日常生活に必要なサービスを提供する施設で、各施設によっ

てサービス内容、入所条件や費用が異なります。 

■介護付…介護保険法の「特定施設入居者生活介護」の指定を受けたもの。 

■住宅型…外部の訪問介護サービス等を利用するもの。 

  堺市内に届出のある有料老人ホーム一覧は、堺市ホームページに掲載しています。 

 

 

■サービス付き高齢者向け住宅  

一定の面積と設備、バリアフリー構造を備え、安否確認サービスや生活相談サービス等が行

われる高齢者向け住宅として登録された住宅です。登録された施設については、下記ホームペ

ージで探すことができます。 

【サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムホームページ】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先 直接施設へ 

 

お問合わせ先 直接施設へ 

 

 

 

 

堺市内に登録されているサービス付き高齢者向け住宅については、以下の窓口にて閲覧 

することも可能です。 

 

お問合わせ先 

窓口名 ＴＥＬ 

住宅部 住宅施策推進課 2 2 8 - 82 1 5 

長寿社会部 介護事業者課 2２８-７3４８ 

 

サービス付き高齢者向け住宅の登録・閲覧制度 


